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受験生 iに対して、選択科目 kの成績 xiと共通科目の成績合計 yiの対からなるデータ (xi, yi)
が得られていると想定する。
目的は




をした合格者数を pとして考える。以降では、選択科目得点 xiと共通科目得点 yiの合計を
zi := xi + yiとし、これを総合得点と呼ぶ。また、合格者集合を P と書く。その際、同一グ
ループに属する受験生同士は総合得点 ziで比較可能であるので、以下のグループ内単調性
を P の満たすべき条件として掲げる。
条件 2.1 (グループ内単調性). P は以下の性質を持つ P1, . . . , Pk, . . . , PK の和集合である。
1. k = 1, . . . ,Kについて Pk ⊆ Nkである。









つまり、任意の i, j ∈ Ikl について zi = zj であり、l0 > lなら任意の i ∈ Ikl と j ∈ Ikl0 につい
て zi > zjである。以下では
ym(I
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x0i := xi + αk
と定義される x0iに変化すると仮定しよう。
集合 P ⊆ N に対して何らかの効用関数を定義し、その最大化によって合格者選抜を行う




条件 2.3 (効用関数の難易度からの独立性). 任意に与えられた実数αk (∀k = 1, . . . , K)に対
して、
x0i = xi + αk (∀i ∈ Nk)
とする。このとき任意の P ⊆ N について
f(x,y, P ) = f(x0,y, P )
が成り立つ。
例えば xに依存しない関数
fm(x,y, P ) := min{ yi | i ∈ P } (2.3)
































前節で述べたように、我々の問題は L = (L1, . . . , LK) を決める問題となった。問題 (P )
の制約条件を満たす Lを列挙することはさほどの作業ではないので、列挙後、効用関数
f(x,y,L)を最大にする L を求めることも容易である。本節では、効用関数として (2.3)の




非負整数ベクトル s = (s1, . . . , sK)と、t ≥ sなる非負整数ベクトル t = (t1, . . . , tK) に対
して φm(s, t)を以下のように定義する。
φm(s, t) := min
k=1,...,K
min{ ym(Ikl ) | sk + 1 ≤ l ≤ tk } (3.1)
ここで、ym(Ikl )は (2.1)によって定義されており、sk = tkの場合にはmin{ ym(Ikl ) | sk+1 ≤
l ≤ tk } = +∞とする。s ≤ u ≤ tについて
φm(s, t) = min{φm(s,u), φm(u, t) }
となることを後述する定理 3.1の証明 (詳細は付録を参照のこと)で使う。さらに、Φm(s)を
Φm(s) := max{φm(s,L) | Lは問題 (P )の実行可能解 } (3.2)
と定義し、(0, . . . , 0)を 0で表すと、問題 (P )はΦm(0)を求める問題となる。これは、上記
の φm(s, t)を状態 sから状態 tへの距離とした場合の最長路問題である。この最長路問題を


























































Step 0: s := 0とする。











l=1 |Ikl | < pなら Step 1 に戻る。そうでなければ終了。
4. 合格者の共通科目合計点最大化
本節では、効用関数が (2.4)の fs(x,y, P ) である場合を考える。2つの実行可能解 L、L0



























max{φs(s,L) | Lは問題 (P )の実行可能解 } L ≥ sなる実行可能解 Lがある場合
−∞ L ≥ sなる実行可能解 Lがない場合
(4.2)








) + Φs(s+ e(k))
¢
(4.3)
となる。実行可能な Lで、L0 ≥ L かつ L0 6= Lなる実行可能な L0が存在しないときこの L


































いずれかの効用関数を設定して、得られた最適解を L = (L1, . . . , Lk, . . . , LK) とする。つ
まりグループ kで最後に合格となった受験生群は IkLkである。この各受験生群の総合得点を




い値にすることができる。例えば αk := z1L1 − zkLkとすればよい。この αkを用いて選択科目






そこで，ak(xi)をグループ kに所属する受験生 iの調整後の選択科目得点 (x0i := ak(xi))と
し、グループ kに所属する受験生 iの調整後の選択科目得点 x0iをその受験生の選択科目の
得点 xiに応じて変化させることを考える。ただし，調整後の総合得点 yi + ak(xi)による k
グループ内順位が調整前の総合得点 yi + xiによる kグループ内順位に一致することが全て
の k = 1, · · · , Kで成立するとする。このような ak()をグループ内順位に関して不変な調整




に得た Ik1 , . . . , I
k
nk
とは明らかに一致する。ここで，nkはグループ kの Ikl の個数である．し
たがって，全てのグループ内順位に関して不変な調整 ak() であれば，効用関数 fm(), fs()は
難易度からの独立、つまり、任意の P ⊆ N に対して
fm(x,y, P ) = fm(x


















表 1: 過去 4年間の当該科目実施状況
2004年度 2005年度 2006年度 2006年度 2007年度
(1年次) (2年次)
受講生数 108 103 94 96 93
(クラス１+クラス 2) 55+53 50+53 50+44 50+46 50+43
出席回数 (前半) ?(?) 29(15) 28(14) 28(15) 31(15)
試験回数 (前半) 8(3) 8(3) 8(3) 8(3) 7(3)
課題数 (前半) 7(3) 7(3) 7(3) 7(3) 6(3)
評価 A人数 30 41 26 27 25
評価 B人数 31 28 39 40 40
評価 C人数 25 11 18 17 19












































最低点最大化 (3.5) 106.5 [34,22] 60 [36,21], [37,20], [39,19], [40,18], [42,17], [43,16]
合計点最大化 (4.5) 8237.0 [36,21] 60 –
2005年度 2年次
最低点最大化 (3.5) 173.0 [25,21] 60 [26,20]
合計点最大化 (4.5) 12124.0 [25,21] 60 –
2006年度 1年次
最低点最大化 (3.5) 160.0 [25,28] 60 [24,30], [23,31], [21,32], [20,33], [19,34]
合計点最大化 (4.5) 11738.0 [25,28] 60 –
2006年度 2年次
最低点最大化 (3.5) 166.0 [24,30] 61 [25,28], [25,27]
合計点最大化 (4.5) 12002.0 [25,27] 60 –
2007年度 1年次
最低点最大化 (3.5) 177.0 [23,30] 60 [24,28]
合計点最大化 (4.5) 12873.0 [24,28] 60 –
出力結果を表 2に与える。
コース Aの定員は p = 60であるが、2006年度 2年次の最低点最大化によるコース Aへ
の選抜受講生数は定員オーバーの 61名であったが、それ以外のデータ全てに対して両方法
により得たコース Aへの選抜受講数は p = 60を満たした。ここで、表 2で示した最適解
[s1, s2]は、クラス 1から {I11 , · · · , I1s1}を選抜しクラス 2から {I21 , · · · , I2s2}を選抜し、コース












総合得点、課題得点、試験＋出席点 (z, x, y)のいずれの平均点も、コース Aはコース B
を、出身クラス別、全体に係わらず上回っている。条件 2.1のグループ内単調性から総合得













































2004年度 z 238.56 274.13 - 190.96 216.10 -
2年次 x 101.39 136.67 - 76.39 104.58 -
[36, 21] y 137.17 137.46 137.28 114.57 111.52 108.03
2005年度 z 334.31 338.43 - 199.56 128.86 -
2年次 x 130.31 138.57 - 69.44 76.40 -
[25, 21] y 204.00 199.86 202.07 130.11 148.04 140.53
2006年度 z 290.96 287.84 - 178.55 201.00 -
1年次 x 94.64 92.81 - 47.73 41.67 -
[25, 27] y 196.32 195.03 195.63 130.82 159.33 140.88
2006年度 z 311.93 313.74 - 225.76 214.33 -
2年次 x 114.83 110.97 - 75.24 65.33 -
[25, 28] y 197.10 202.77 200.03 150.52 149.00 149.89
2007年度 z 310.33 316.18 - 235.91 201.10 -
1年次 x 100.00 98.18 - 64.35 51.00 -
[24, 28] y 210.33 218.00 214.55 171.57 150.10 160.89
表 4: コース別最終成績分布
2004年度 2005年度 2006年度 (1年次)
A B C {D,E} A B C {D,E} A B C {D,E}
コースA 28 17 10 5 40 15 2 3 26 28 5 1
コースB 2 14 15 17 1 13 9 20 0 11 13 10
2006年度 (2年次) 2007年度
A B C {D,E} A B C {D,E}
コースA 25 31 3 1 25 29 5 1
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付録：定理 3.1の証明



















証明. Φm(s+ e(k2)) = φm(s+ e(k2),L) を満たす (P )の実行可能解Lが存在する。このとき
L ≥ s+ e(k2) ≥ s (7.1)
に注意して、Lの第 k1成分について 2つの場合を考える。
1. Lk1 ≥ sk1 + 1の場合
(7.1)より L ≥ s+ e(k1)となり、Φの定義より
Φm(s+ e(k1)) ≥ φm(s+ e(k1),L)
が成り立つ。また、
φm(s+ e(k1),L) = min{ ym(Ik2sk2+1), φm(s+ e(k1) + e(k2),L) }
と
























































2. Lk1 < sk1 + 1の場合
この場合は (7.1)より Lk1 ≥ sk1 が得られ、よって Lk1 = sk1 であることに注意せよ。
新たにL0を
L0 = L+ e(k1)
とする。問題 (P )に上限制約はないので L0 も実行可能解である。したがって Φの定
義より
Φm(s+ e(k1)) ≥ φm(s+ e(k1),L0)
である。一方
φm(s+ e(k1),L0) = φm(s,L)
= min{ ym(Ik2sk2+1), φm(s+ e(k2),L) }










































Abstract An entrance examination including elective subjects is widely spread in univer-
sities of Japan, however, it is diﬃcult to compare scores between distinct elective subjects.
This study proposes mathematical models free from score adjustment that are reduced into
a multistage decision process. By an empirical study, an application of the models into a
formation of proficiency-dependent classes, we illustrate some properties of the classification
and examine practicality of the models.
14
